
　

２
０
２
０
年
10
月
に
我
が
国
は
、
２
０
５
０
年
カ

ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル（
温
室
効
果
ガ
ス
実
質
排
出

ゼ
ロ
）実
現
を
宣
言
し
、
２
０
２
１
年
４
月
に
は
、

30
年
度
ま
で
に
13
年
度
比
で
温
室
効
果
ガ
ス
46
％
削

減
を
表
明
し
た
。
我
が
国
の
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量

の
85
％
程
度
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
の
Ｃ
Ｏ
２
で
あ
り
、

温
暖
化
対
策
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
と
不
可
分
で
あ
る
。

我
が
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計

画
に
基
づ
い
て
進
め
ら
れ
て
い
る
。

第
６
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
が 

示
す
方
向
性

　

２
０
２
１
年
10
月
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
第
６
次
エ

ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
で
は
、
安
全
性（Safety

）の
確

保
を
前
提
と
し
、
２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト

ラ
ル
な
ど
気
候
変
動
対
策（Environm

ental 
Com

patibility

）を
進
め
る
中
で
も
、
安
定
供
給

（Energy Security

）の
確
保
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
コ
ス

ト
低
減（Econom

ic Effi
ciency

）に
向
け
た
取
り

組
み
を
進
め
る
と
し
、
以
前
か
ら
の
Ｓ
＋
３
Ｅ
と
い

う
基
本
方
針
を
維
持
し
て
い
る
。

　

２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
実
現
に
向

け
て
、
ま
ず
、
実
用
段
階
に
あ
る
脱
炭
素
電
源（
原

子
力
と
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー（
以
下
、
再
エ
ネ
））

を
活
用
す
る
と
と
も
に
、
水
素
・
ア
ン
モ
ニ
ア
発
電

や
Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
／
カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ
ク
ル
に
よ
る
火
力

発
電
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
追
求
す
る
。
非
電
力
部

門
に
つ
い
て
は
、
脱
炭
素
化
さ
れ
た
電
力
に
よ
る
電

化
を
進
め
る
と
と
も
に
、
電
化
が
困
難
な
部
門
で
は

水
素
や
合
成
メ
タ
ン
、
合
成
燃
料
の
活
用
な
ど
に
よ

り
脱
炭
素
化
を
図
る
。
特
に
、
再
エ
ネ
に
つ
い
て
は

「
主
力
電
源
と
し
て
最
優
先
の
原
則
の
も
と
で
最
大

限
の
導
入
」
に
取
り
組
み
、
原
子
力
に
つ
い
て
は
国

民
か
ら
の
信
頼
確
保
に
努
め
、「
安
全
性
の
確
保
を

大
前
提
」
に
「
必
要
な
規
模
を
持
続
的
に
活
用
」
し

て
い
く
と
記
さ
れ
て
い
る
。

　

水
素
・
ア
ン
モ
ニ
ア
利
用
に
つ
い
て
は
、
具
体
的

数
値
目
標
も
掲
げ
ら
れ
て
お
り
、
国
内
で
の
生
産
に

加
え
て
海
外
か
ら
の
輸
入
を
含
め
て
安
価
な
水
素
を

活
用（
２
０
３
０
年
に
30
円
／
Nm³
で
最
大
３
０
０
万
ｔ
、

２
０
５
０
年
に
20
円
／
Nm³
以
下
で
２
０
０
０
万
ｔ
）

す
る
と
し
、
ガ
ス
火
力
へ
の
30
％
水
素
混
焼
や
水
素

専
焼
、
石
炭
火
力
へ
の
20
％
ア
ン
モ
ニ
ア
混
焼
な
ど

に
よ
り
２
０
３
０
年
の
電
源
構
成
に
お
い
て
水
素
・

ア
ン
モ
ニ
ア
１
％
を
目
指
す
。

地
球
環
境
産
業
技
術
研
究
機
構（
Ｒ
Ｉ
Ｔ
Ｅ
）理
事
長
・
研
究
所
長

山やまじ
地
憲けんじ
治

２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
向
け
た

気
候
変
動
政
策
・エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
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政
府
は
地
球
温
暖
化
対
策
計
画
と
長
期
戦
略
の
改
定

に
つ
い
て
も
検
討
を
進
め
た
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計

画
で
は
、
２
０
３
０
年
度
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源

Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
は
６
億
８
０
０
０
万
ｔ
に
な
る
。
地

球
温
暖
化
対
策
計
画
で
は
、
こ
れ
に
加
え
て
非
エ
ネ

ル
ギ
ー
起
源
Ｃ
Ｏ
２
、
メ
タ
ン
、
Ｎ
２
Ｏ
、
フ
ロ
ン
類

の
排
出
目
標
に
森
林
や
土
壌
へ
の
Ｃ
Ｏ
２
吸
収
を
考

慮
し
て
、
２
０
３
０
年
度
に
13
年
度
比
46
％
温
室
効

果
ガ
ス
削
減
の
姿
を
描
い
て
い
る
。
ま
た
、
２
０
３

０
年
度
ま
で
の
累
積
量
で
は
あ
る
が
、
二
国
間
ク
レ

ジ
ッ
ト
制
度（
Ｊ
Ｃ
Ｍ
）を
使
っ
た
国
際
連
携
行
動
に

よ
っ
て
１
億
ｔ
程
度
の
Ｃ
Ｏ
２
削
減
を
目
指
す
こ
と

も
記
さ
れ
て
い
る
。

　

２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
と
い
う
ゴ

ー
ル
に
至
る
道
筋
は
様
々
に
描
く
こ
と
が
で
き
る
。

鍵
を
握
る
の
は
技
術
と
社
会
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
で

あ
る
。
水
素
を
活
用
し
た
各
種
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン

燃
料
、
大
気
か
ら
直
接
Ｃ
Ｏ
２
を
回
収
す
る
Ｄ
Ａ
Ｃ

（D
irect A

ir Capture

）な
ど
の
技
術
イ
ノ
ベ
ー
シ

ョ
ン
と
と
も
に
、
デ
ジ
タ
ル
技
術
を
活
用
し
た
サ
ー

キ
ュ
ラ
ー
・
エ
コ
ノ
ミ
ー
な
ど
の
社
会
イ
ノ
ベ
ー
シ

ョ
ン
を
活
用
す
れ
ば
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
と

と
も
に
快
適
な
生
活
を
実
現
す
る
こ
と
が
可
能
だ
と

思
う
。
産
業
界
の
皆
様
に
は
、
リ
ア
リ
ズ
ム
の
精
神

で
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
挑
戦
し
、
新
し
い
経

済
社
会
を
形
成
し
て
ほ
し
い
。

５
次
基
本
計
画
で
は
１
０
０
０
万
kW
）と
極
め
て
野

心
的
な
見
通
し
が
設
定
さ
れ
て
い
る
。

　

第
６
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
に
対
し
て
は
様
々

な
意
見
が
あ
る
。
そ
も
そ
も
２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン

ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
と
い
う
ゴ
ー
ル
自
体
の
野
心
度
が
高

い
う
え
に
、
そ
れ
に
整
合
す
る
形
で
設
定
さ
れ
た
２

０
３
０
年
度
の
温
室
効
果
ガ
ス
13
年
度
比
46
％
削
減

と
い
う
目
標
は
、
２
０
３
０
年
ま
で
に
あ
と
９
年
に

も
か
か
わ
ら
ず
、
現
行
の
26
％
削
減
か
ら
大
幅
に
引

き
上
げ
ら
れ
て
お
り
、
現
実
的
に
は
不
可
能
に
近
い
。

目
標
が
先
に
提
示
さ
れ
、
そ
れ
に
数
字
合
わ
せ
を
し

た
と
い
う
批
判
は
理
解
で
き
る
。
ま
た
、
原
子
力
に

つ
い
て
、
再
稼
働
や
長
期
運
転
は
言
及
さ
れ
て
い
る

が
、
リ
プ
レ
イ
ス
・
新
増
設
に
つ
い
て
全
く
触
れ
て

い
な
い
と
い
う
批
判
も
強
い
。
基
本
計
画
で
は
、
２

０
５
０
年
に
向
け
た
対
応
の
中
で
「
必
要
な
規
模
を

持
続
的
に
活
用
す
る
」
と
い
う
表
現
は
出
て
く
る
が
、

具
体
的
政
策
は
言
及
さ
れ
て
い
な
い
。
原
子
力
政
策

は
、
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
事
故
以
来
、
全
く
停

滞
し
て
い
る
が
、
国
民
の
原
子
力
へ
の
信
頼
回
復
と

福
島
の
復
興
が
見
通
せ
な
い
限
り
、
原
子
力
に
つ
い

て
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
な
政
策
を
展
開
す
る
の
は
極
め
て
困

難
な
状
況
だ
と
思
う
。
原
子
力
政
策
の
課
題
は
技
術

経
済
的
な
も
の
で
は
な
く
、
政
治
社
会
的
な
も
の
で

あ
る
こ
と
を
認
識
す
る
必
要
が
あ
る
。

地
球
温
暖
化
対
策
計
画
が
掲
げ
る
目
標

　

エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
改
定
の
審
議
と
並
行
し
て
、

　

今
回
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
で
は
、
需
要
サ
イ

ド
の
取
り
組
み
の
重
要
性
も
強
調
さ
れ
て
い
る
。
建

築
物
省
エ
ネ
法
の
強
化
や
省
エ
ネ
法
改
正
を
視
野
に
、

事
業
者
に
よ
る
非
化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
比
率
向

上
や
供
給
サ
イ
ド
の
変
動
に
合
わ
せ
た
デ
マ
ン
ド
リ

ス
ポ
ン
ス
な
ど
、
需
要
を
最
適
化
す
る
仕
組
み
を
構

築
す
る
。
ま
た
、
需
要
側
の
分
散
型
エ
ネ
ル
ギ
ー
リ

ソ
ー
ス
を
活
用
し
た
効
率
的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
、

レ
ジ
リ
エ
ン
ス
強
化
、
地
域
活
性
化
を
促
進
す
る
。

エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
想
定
で
は
、
最
終
エ
ネ
ル
ギ
ー
需

要
に
つ
い
て
、
第
５
次
基
本
計
画
と
比
べ
て
政
策
対

応
前
の
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
自
体
が
低
下
し
て
い
る
こ
と

が
注
目
さ
れ
る
。
こ
の
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
か
ら
さ
ら
に

省
エ
ネ
を
野
心
的
に
深
掘
り
し
て
２
０
３
０
年
度
の

最
終
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
想
定
は
２
・
８
億
㎘（
石
油

換
算
）と
な
っ
て
い
る
。

　

供
給
サ
イ
ド
に
つ
い
て
は
電
源
構
成
が
注
目
さ
れ

る
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
と
呼
ば
れ
て
注
目
さ
れ

て
い
る
の
は
、
こ
の
電
源
構
成
で
あ
る
。
第
５
次
基

本
計
画
と
比
較
し
て
、
非
化
石
電
源
比
率
は
44
％
か

ら
59
％
に
向
上
し
て
い
る
。
原
子
力
比
率
20
～
22
％

は
変
化
が
な
く
、
非
化
石
電
源
の
増
分
の
殆
ど
は
再

エ
ネ
で
あ
り
、
再
エ
ネ
電
源
比
率
は
22
～
24
％
か
ら

36
～
38
％
に
引
き
上
げ
ら
れ
て
い
る
。
再
エ
ネ
電
源

の
中
で
も
増
分
が
大
き
い
の
は
太
陽
光
と
風
力
で
、

２
０
３
０
年
の
太
陽
光
は
１
億
～
１
・
２
億
kW（
第

５
次
計
画
で
は
０
・
64
億
kW
）、
風
力
は
洋
上
風
力

の
約
６
０
０
万
kW
を
含
め
て
約
２
４
０
０
万
kW（
第

（
注
）�Ｃ
Ｏ
Ｖ
Ａ
Ｘ
：
２
０
２
０
年
に
発
足
し
た
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
ワ

ク
チ
ン
を
共
同
購
入
し
途
上
国
な
ど
に
分
配
す
る
国
際
的
な
枠
組
み
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